
年 月 日

（証明機関）

印

（電  話）

（担  当）

記

年 月 日

年 月 日 から 年 月 日 まで

＜応募上の留意点＞

②

③ 「児童福祉法第６条の２の２、第6条の３、第7条に規定する事業」とは、児童発達支援、医療型児童発達支援、放課
後等デイサービス、居宅訪問型児童発達支援及び保育所等訪問支援、障害児通所支援を行う事業、児童自立生
活援助事業、助産施設、乳児院、母子生活支援施設、保育所、幼保連携型認定こども園、児童厚生施設、児童養
護施設、障害児入所施設、児童発達支援センター、児童心理治療施設、児童自立支援施設及び児童家庭支援セ
ンターを言う。ただし、「障害のある児童・生徒」に乳児・幼児は含まない。

東京都公立学校特別支援教室専門員　採用選考用

従業期間

備　　　　考

東京都公立学校
特別支援教室専門員

氏 　　　名

生 年 月 日

職　　　名

配属先
（学校名、事業所名）

　経験となります。応募するためには、1年以上の実務経験が必要です。

見込証明書となります。証明書作成日時点で在職期間が1年に満たない場合は、実務経験を満たした時点で

    確定した内容の実務経験証明書を再度提出してください。

実務経験証明書

具体的な職務内容

（兼実務経験見込証明書）

在職期間は、採用予定日前日までが対象となりますが、証明書作成日の翌日以降を含める場合は実務経験

　下記のとおり証明する。

①　応募資格の「特別支援教育支援員又はそれに準じた職務の経験」とは、発達障害の児童・生徒と関わる職務

　　『具体的な職務内容』欄の記載で、発達障害の児童・生徒と関わっていることが判別できない場合は、応募

　資格に該当しないとみなしますので、御注意ください。


